
福岡県自立支援資金 貸付規程 

 

 （目的） 

第１条 この規定は、「児童養護施設退所者等に対する自立支援資金の貸付について（平成 28 年 3 月 7

日厚生労働省発雇時 0307第 3号厚生労働事務次官通知）」、「児童養護施設退所者などに対する自立支

援資金貸付制度の運営について（平成 28年 3月 7日雇時発 0307第 6号厚生労働省雇用均等・児童家

庭局長通知）」及び「福岡県児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業実施要綱（平成 28

年 4 月 1 日施行）」の規定に基づき、児童養護施設等入所中又は里親等へ委託中の者及び児童養護施

設等を退所した者又は里親等への委託が解除された者に対して、自立支援資金を貸付け、もってこれ

らの者の円滑な自立を支援することを目的とする。 

 

 （実施主体） 

第２条 福岡県自立支援資金（以下「自立支援資金」という。）の貸付けは、社会福祉法人福岡県社会

福祉協議会（以下「県社協」という。）が行う。 

 

 （貸付の種類） 

第３条 自立支援資金は、生活支援費、家賃支援費、資格取得支援費とする。 

 

 （貸付対象者） 

第４条 自立支援資金の貸付けの対象となる者（以下「貸付対象者」という。）は、以下のとおりとす

る。 

一 生活支援費の貸付対象者は、児童養護施設、児童自立支援施設、児童心理治療施設又は児童自立

生活援助事業所（以下「児童養護施設等」という。）を退所した者又は里親若しくは小規模住居型

児童養育事業（ファミリーホーム）（以下「里親等」という。）の委託を解除された者のうち、保護

者等からの経済的な支援が見込まれない者であって、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８

３条に規定する大学、同法第１１５条に規定する高等専門学校及び同法第１２４条に規定する専修

学校等（以下「大学等」という。）に在学する者（以下「進学者」という。） 

二 家賃支援費の貸付対象者は、次のとおりとする。 

イ 進学者 

ロ 児童養護施設等を退所した者又は里親等の委託を解除された者のうち、保護者等からの経済的

な支援が見込まれない者で、就職している者（以下「就職者」という。） 

三 資格取得支援費の貸付けの対象となる者は、児童養護施設等に入所中若しくは里親等に委託中の

者又は児童養護施設等を退所した者若しくは里親等の委託を解除された者であって、就職に必要と

なる資格の取得を希望する者（以下「資格取得希望者」という。）とする。 

 

 （自立支援資金の貸付期間及び貸付額） 

第５条 自立支援資金の貸付期間及び貸付額は、以下のとおりとする。 

一 生活支援費 

貸付期間：大学等に在学する期間 

貸 付 額：月額 50,000円 

※ 上記に加え、医療機関を定期的に受診する場合、貸付期間のうち２年間までは 

医療費などの実費相当額を貸付額に追加することができる。 



二 家賃支援費 

 イ 進学者 

 貸付期間：大学等に在学する期間 

貸 付 額：月額 32,000円を限度とする（管理費及び共益費を含む。） 

  ロ 就職者 

貸付期間：退所又は委託解除後から２年を限度として就労している期間 

    貸 付 額：32,000円を限度とする（管理費及び共益費を含む。） 

 三 資格取得支援費の貸付額は、資格取得に要する費用の実費とし、250,000円を上限とする 

  

（貸付方法及び利子） 

第６条 自立支援資金は、県社協会長と貸付対象者との契約により貸し付けるものとする。 

２ 貸付対象者は、児童養護施設等の退所又は里親等の委託解除から５年が経過するまでの間、貸付の

申請を行うことができる。児童養護施設の退所又は里親等の委託解除の時点においては、貸付を申請

する必要がなかった者がその後に生じた事由により貸付の申請を行うこともできるものとする。ただ

し、前条第１号から第３号までの貸付について、申請はそれぞれ１回までとする。 

３ 利子は、無利子とする。 

 

 （連帯保証人） 

第７条 自立支援資金の貸付けを受けようとする者は、原則として連帯保証人を立てるものとする。た

だし、連帯保証人を立てない場合でも、貸付けを受けることができるものとする。 

 

 （貸付けの申請手続） 

第８条 自立支援資金の貸付けを申請しようとする者は、自立支援資金貸付申請書（以下「貸付申請書」

という。）に貸付けを受けようとする事項に応じて、次に掲げる書類を添付して、県社協会長に提出

するものとする。 

一 就職者（家賃支援費） 

 ・自立支援資金貸付申請書（家賃支援費・生活支援費）  様式第 1号 

・同意書  様式第３号 

・在職証明書（就職内定書）  様式第４号 

・家賃額証明書（家賃額が記載されたもの）  様式第６号 

・里親委託中および里親委託解除者は、児童相談所長の意見書  様式第３６号 

二 進学者（生活支援費および家賃支援費） 

 ・自立支援資金貸付申請書（家賃支援費・生活支援費）  様式第１号 

・同意書  様式第３号 

・在学証明書（入学決定書）  様式第５号 

・家賃額証明書（家賃額が記載されたもの）  様式第６号 

・里親委託中および里親委託解除者は、児童相談所長の意見書  様式第３６号 

三 資格取得支援費希望者 

 ・自立支援資金貸付申請書（資格取得支援費）  様式第２号 

・同意書  様式第３号 

・資格取得費用見積書（領収書）の写し 

・里親委託中および里親委託解除者は、児童相談所長の意見書  様式第３６号 



 

 （選考） 

第９条 県社協会長は、貸付対象者の選考を前条の規定により提出された書類の審査によって行うもの

とする。 

２ 県社協会長は、貸付対象者の選考を行うに当たっては児童相談所長に意見を聴かなければならない。 

 

 （貸付決定通知書の交付） 

第 10 条 県社協会長は、申請者に対して資金を貸付ける旨を決定したときは、自立支援資金貸付決定

通知書に（様式第２５・２６号）より申請者、連帯保証人及び児童養護施設長等に対し通知するもの

とする。 

２ 県社協会長は、申請者に対して資金を貸付けない旨を決定したときは、前条に準じて、自立支援資

金貸付不承認通知書（様式第２７・２８号）により申請者、連帯保証人及び児童養護施設長等に対し

通知するものとする。 

 （貸付契約の締結） 

第 11 条 県社協会長は、貸付けを決定した貸付対象者と自立支援資金貸借契約書（様式第７号）によ

り貸付契約を締結するものとする。 

 

 （借受人等の責務） 

第 12 条 自立支援資金の貸付けを受けた者は、「社会的養護自立支援拠点事業等の実施について」（令

和６年３月３０日付けこ支家第１８３号こども家庭庁支援局通知）別紙１の「社会的養護自立支援拠

点事業」を行う者及び児童養護施設等による相談支援及び就労支援機関等による就労支援等により、

経済的及び社会的な自立を図り、安定した生活を継続できるよう努めなければならない。 

２ 自立支援資金の貸付けを受けた者及び連帯保証人は、県社協から貸付けの要件等に関する問い合わ

せを受けたとき又は報告を求められたときは、回答又は報告を行わなければならない。 

 

 （貸付けの停止） 

第 13 条 貸付けを受けている就職者の就職先が倒産したとき又は災害、疾病、負傷、その他やむを得

ない事由等により就労することができなくなったときは、離職届（様式第１３号）及び貸付停止届（様

式第１５号）を県社協会長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により届け出をした者が再就職したときは、再就職届（様式第１６号）及び貸付再開届

（様式第１７号）を県社協会長に届け出なければならない。 

３ 県社協会長は第１項の規定により離職届を受領したときは、第２項に規定する貸付再開届の提出が

あるまで貸付けを停止する。ただし、停止期間は２年以内とする。 

 

 （貸付契約の解除） 

第 14 条 県社協会長は、貸付けを受けている進学者が大学等を退学及び停学となったとき、貸付けを

受けている就職者が就職先を離職したとき又は貸付けを受けている進学者又は就職者が死亡したと

きは、その契約を解除するものとする。 

２ 県社協会長は、貸付けを受けている進学者又は就職者が貸付期間中に貸付契約の解除を申し出たと

きは、その契約を解除するものとする。 

 

 



 （返還の債務の当然免除） 

第 15 条 県社協会長は、自立支援資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当するに至った

ときは、自立支援資金の返還の債務を免除するものとする。 

一 進学者については、大学等を卒業した日から１年以内に就職し、かつ、５年間引き続き就業を継

続したとき、及び５年間の就業期間中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の

故障のために就業を継続することができなくなったとき 

二 就職者については、就職した日から５年間引き続き就業を継続したとき、及び５年間の就業期間

中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のために就業を継続することが

できなくなったとき 

三 資格取得希望者については、就職した日から２年間（大学等へ進学した後に資格取得支援費の貸

付けを受けた場合には、大学等を卒業した日から１年以内に就職し、かつ２年間）引き続き就業を

継続したとき、及び２年間の就業期間中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身

の故障のための就業を継続することができなくなったとき 

 

 （返還） 

第 16 条 自立支援資金の貸付けを受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合（災害、疾病、負

傷、その他やむを得ない事由がある場合を除く。）には、当該各号に規定する事由が生じた日の属す

る月の翌月から起算して貸し付けを受けた期間の２倍に相当する期間（経済状況等やむを得ない事由

により当該期間の範囲内での返還が困難であると県社協会長が認めた場合は、貸付を受けた期間の４

倍に相当する期間）の範囲内に、一回払、半年賦又は月賦等による均等償還により返還しなければな

らない。 

一 自立支援資金の貸付契約が解除されたとき 

二 貸付けを受けた進学者又は資格取得希望者が、大学等を卒業した日から１年以内に就職しなかっ

たとき 

三 資格取得支援費の貸付けを受けた者が、資格を取得する見込みがなくなったと認められるに至っ

たとき 

 四 業務外の事由により死亡し、又は心身の故障のために就業を継続することができなくなったとき 

２ 前項に規定する返還期間により難い場合には、県社協会長は、個別の事例ごとに知事の承認を得て、

さらに長期の返還期間を設定することができる。 

 

 （一時償還） 

第 17 条 県社協会長は、自立支援資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、履行期限の到来していない返還の債務の額の全部又は一部につき、一時償還を請求すること

ができる。 

一 自立支援資金を貸付けの目的以外に使用したとき 

二 償還金の支払を怠ったとき 

三 虚偽の申請その他不正な手段により貸付けを受けたとき 

四 前各号に掲げる場合のほか、この規程の規定若しくは自立支援資金の貸付契約の条項に違反し、

又は県社協会長の指示に従わなかったとき 

 

 

 



 （返還方法等） 

第 18 条 自立支援資金の返還は、１回払、半年賦又は月賦等による均等償還によるものとし、県社協

会長が発行する請求書をもって行うものとする。 

 

 （返還明細書） 

第 19条 第 16条各号に規定する理由が生じたことにより自立支援資金を返還しなければならない者は、

その理由が生じた日（第 20 条の規定による返還債務の履行猶予を申請した者にあっては、その申請

に対して決定された猶予期間の終わった日又は第 21 条の規定による返還債務の免除を申請した者に

あっては、その申請に対する決定の通知を受けた日）から起算して１５日以内に自立支援資金返還明

細書（様式第２１号）を県社協会長に提出しなければならない。 

２ 県社協会長は、前項の返還明細書に基づき貸付金の納入を決定したときは、自立支援資金貸付納入

通知書（様式第２９号）により申請者に通知するものとする。 

３ 第１項の返還明細書に記載した自立支援資金の返還方法及び返還額を変更するときは、自立支援資

金返還方法変更届（様式第２２号）を県社協会長に提出しなければならない。 

 

 （返還の債務の履行猶予） 

第 20条 県社協会長は、自立支援資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、

当該各号に掲げる事由が継続する間、自立支援資金の返還の債務の履行を猶予するものとする。 

 一 進学者が、貸付契約を解除された後も引き続き大学等（大学院を含む。）に在学しているとき 

二 資格取得希望者が、児童養護施設等に入所中又は里親等へ委託中であるとき、及び大学等（大学

院を含む。）に在学しているとき 

２ 県社協会長は、自立支援資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該

各号に掲げる事由が継続している間、履行期限の到来していない自立支援資金の返還の債務の履行を

猶予できるものとする。ただし、当該各号に掲げる事由が発生したとき、既に履行期限の到来してい

るものについては、この限りでない。 

 一 貸付を受けた進学者、就職者又は資格取得希望者が就業しているとき 

 二 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき 

 

 （返還の債務の裁量免除） 

第 21 条 県社協会長は、自立支援資金の貸付けを受けた者が、次の各号のいずれかに該当するに至っ

た場合は、貸付けた自立支援資金（既に返還を受けた額を除く。）に係る返還の債務を当該各号に定

める範囲内において免除できるものとする。 

一 死亡、又は障害により貸付けを受けた自立支援資金を返還することができなくなった場合  

返還の債務の額（既に返還を受けた額を除く。以下同じ。）の全部又は一部 

二 長期間所在不明となっている場合等自立支援資金を返還させることが困難であると認められる

場合であって、履行期限到来後に返還を請求した最初の日から５年以上経過した場合 

    返還の債務の額の全部又は一部 

三 貸付けを受けた進学者又は就職者が、自立支援資金の貸付けを受けた期間以上就業を継続した場 

 合 

返還の債務の額の一部 

 四 貸付けを受けた資格取得希望者が、１年以上就業を継続したとき 

    返還の債務の額の一部 



 （延滞利子） 

第 22 条 県社協会長は、自立支援資金の貸付けを受けた者が正当な理由がなくて自立支援資金を返還

しなければならない日までにこれを返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日ま

での期間の日数に応じ、返還すべき額につき年 3.0パーセントの割合で計算した延滞利子を徴収する

ものとする。なお、令和２年３月３１日以前の期間に対応する返還すべき額の計算については、従前

の例によることとする。ただし、当該延滞利子が、払込みの請求及び督促を行うための経費等これを

徴収するのに要する費用に満たない少額なものと認められるときは、当該延滞利子を徴収しないこと

ができる。 

 

 （返還猶予の申請手続） 

第 23条 第 20条の規定による自立支援資金の返還債務の履行猶予を受けようとする者は、自立支援資

金返還猶予申請書（様式第２０号）に猶予を受けようとする理由を証することができる書類を添えて

県社協会長に提出しなければならない。 

２ 県社協会長は、前項の申請書を審査し、自立支援資金の返還債務の履行猶予を決定したときは、自

立支援資金返還猶予決定通知書（様式第３０号）により申請者に通知するものとする。 

３ 県社協会長は、第１項の申請書を審査し、自立支援資金の返還債務の履行猶予を認めない旨を決定

したときは、自立支援資金返還猶予不承認通知書（様式第３１号）により申請者に通知するものとす

る。 

 

 （返還免除の届出手続） 

第 24条 貸付けを受けている者は、第 15条各号のいずれかに該当することとなったときは、その事実

の発生した日から起算して１５日以内に自立支援資金返還当然免除事実発生届（様式第２３号）に当

該事実が発生したことを証明できる書類を添えて県社協会長に届け出なければならない。 

２ 県社協会長は、前項の届出書を受理し、自立支援資金の返還債務を免除するときは、自立支援資金

返還免除決定通知書（様式第３２号）により申請者に通知するものとする。 

３ 県社協会長は、第１項の届出書を受理し、自立支援資金の返還債務免除を認めない旨を決定したと

きは、自立支援資金返還免除不承認通知書（様式第３３号）により申請者に通知するものとする。 

 

 （返還免除の申請手続） 

第 25条 第 21条の規定による自立支援資金の返還債務の免除を受けようとする者は、自立支援資金返

還免除申請書（様式第２４号）に免除を受けようとする理由を証明することができる書類を添えて県

社協会長に提出しなければならない。 

２ 県社協会長は、前項の申請書を審査し、自立支援資金の返還債務の免除を決定したときは、自立支

援資金返還免除決定通知書（様式第３２号）により申請者に通知するものとする。 

３ 県社協会長は、第１項の申請書を受理し、自立支援資金の返還債務免除を認めない旨を決定したと

きは、自立支援資金返還免除不承認通知書（様式第３３号）により申請者に通知するものとする。 

 

 （届出） 

第 26条 貸付けを受けている者及び第 20条の２の一に該当する者は、次の各号に該当するときは、そ

の事実が発生した日から起算して１５日以内に当該各号に定める様式によりその旨を県社協会長に

届け出なければならない。 

一 住所又は氏名を変更したとき。  様式第９号 



二 退学、休学、復学若しくは卒業したとき又は停学の処分を受けたとき。  様式第１８号 

三 離職したとき。  様式第１３号 

四 再就職したとき。  様式第１６号 

五 自立支援資金の貸付けを辞退するとき。  様式第１２号 

六 保証人の住所、氏名又は職業に変更があったとき。  様式第９号 

七 家賃額に変更があったとき。  様式第３７号、様式第３８号 

２ 保証人（保証人がいない場合は、児童養護施設等に入所中又は退所した者については児童養護施設

長、里親等に委託中又は委託を解除された者については児童相談所長）は、保証に係る貸付けを受け

ている者が死亡又は心身の故障のため就業（修学）を継続することができなくなったときは、その日

から起算して１５日以内に死亡届（様式第１０号）又は就業（修学）継続不能届（様式第１１号）を

県社協会長に提出しなければならない。 

３ 貸付けを受けている者は、自立支援資金の返還が終了し、又は減免されるまでの間は、就職者につ

いては毎年４月１日現在の現況届（様式第１９号）、進学者については毎年４月１日現在の在学証明

書（様式第５号）をその年の４月１５日までに県社協会長に提出しなければならない。 

 

 （会計経理） 

第 27 条 県より交付された貸付原資及び事務費については、この事業に関する特別会計を設けるか、

または、平成 23年７月 27日雇発 0329第 24号、社援発 0329第 56号、老発 0329第 28号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知「社会福祉法人会計基準の制定につい

て」別紙「社会福祉法人会計基準」に基づき、サービス区分において明確に区分すること。 

２ 貸付金の運用によって生じた運用益及び当該年度の前年度において発生した返還金は、貸付金を管

理する特別会計または、社会福祉法人会計基準に基づきサービス区分に繰り入れるものとする。 

３ この事業を廃止した場合は、その年度以降毎年度その年度において返還された自立支援資金に相当

する額を県に返還するものとする。 

 

 （補足） 

第 28条 この規程に定めるもののほか、必要な事項については、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成 30年 4月 10日に改正し、平成 30年 4月 1日から施行する。 

  

附 則 

この規程は、令和 2年 7月 28日に施行し、令和 2年 4月 1日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和 3年 2月 25日に施行し、令和 2年 4月 1日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和 4年 3月 25日に施行し、令和 5年 4月 1日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和 5年 1月 19日に施行し、令和 5年 4月 1日から適用する。 



附 則 

この規程は、令和 6年 4月 24日に施行し、令和 6年 4月 1日から適用する。 

 


